































1.中国大陸部 におけるマルチメデ ィア支援教授 の定義 と意味
中国の大陸部においては、政府の指導のもとで、マルチ メデ ィア支援教授の推進、 ネットワークシ
ステム資源の整合が、従来の教育パターンを変えようとしており、大 きな成果を上げてきていると大
いに評価 されている。その一方、マルチメデ ィア支援教授戦略にさまざまな問題 も潜んでいる。 これ
らの成果を評価 し、問題を批判す るには、まずマルチメデ ィア支援教育の概念を明らかにする必要が





媒体を利用した教授方式はシングル メデ ィア支援教授といってもいい。 これに対 し、マルチメデ ィァ
支援教授は、マルチメデ ィアを活用 した教授のものであり、それに含 まれる内容はマルチメデ ィアの
概念にかかわ る。
マルチメデ ィアは 「Multimedia」の訳語で、中国語では 「多媒体」 といい、「Multiple(多様な、
くの部分から成 る)」と 「Media(媒体、 メデ ィア)」という二っの語源からなる。媒体にっいても、
少な くとも二っの意味があり、一っは、情報伝達の媒介手段を指す もので、紙面、画面や映像などを
意識 した場合が多いが、マスコ ミを意味する場合も少な くはない。 もう一っは、記憶媒体のことであ
り、近代的な電気技術、情報技術と関連することである。今日において、マル メデ ィアはデ ィジタル
化 された画像、グラフ ィックス、映像、音声そして文字データなどを組み合わせた複合システムであ
るが、一言でマルチメデ ィアといっても、特にマルチメデ ィア支援教授 に言及 した場合、あいまいな
部分が多 く、実は非常に広い分野に及んでいる。
伝統的には、学校が教育の巾心的存在になる必要条件は、学校には知識を蓄積 した書籍があること
や、知識 にっいて詳 しい解釈を行 う教育者がいることにある。 これにっいては、唐の韓愈(字 退之、
紀元769-834年)の『師説』に、教育者の仕事の内容を 「伝道、授業、解惑」 と主張 したのである。
しかし、近代になってから、学校の垣根がだんだん崩れてきており、学校教育 自身にもさまざまな変
化が生じている。っまり、教育の普及である。 この教育の大衆化 という動 きは、社会経済の発展を基
礎 とした知識の社会化が進んできたことによるものであり、その背景には、知識の伝達手段の進歩や
教授方法の多様化などがある。
実際には、 この動きは古代から今日にかけて、絶えず進化 してきたものであり、 これからも、進化









知 られる峰火台が三千年前の中国の周朝にすでにあ った。外敵が襲来 したといった知 らせを瞬時にと
いっていいほど峰火台ごとに遠方へ伝達してい く。それは、 まさに今 日の情報ハイウェーのような効
率的な情報機器であった。
二十世紀に入 ってか ら、世界中多様な通信 メデ ィアを高度に活用 した教育研究の取組がさまざまな








コンピュータマルチメデ ィア教授は、九十年代の初めか ら既に始 まり、今は、中国大陸部にあるほ
とんどの大学、大部分の中学校、高校及び一部の小学校 にマルメデ ィア支援教育を行 っている。
広い意味においては、マルチメデ ィアは、多種のメデ ィアをある目的を達成す るために複合 メデ ィ




デ ィア支援教授 というと、広い意味での多種のメデ ィアを活用 した視聴授業方法であ り、主 として、
幻灯や録音機、 ビデオなどの機械を用いて音声、画像などを表示することによって、教育 目標に合致
した情報受講者 に伝達して授業を行 うことであり、言語教育や実験の録画やドキュメンタリー映画を
上映するものであった。今 日になっても、伝統的な視聴 メデ ィアを活用 した教授方法はまだ大きな役
割を果た しているのが、現状である。九十年代前半 においては、マルチメデ ィア支援教授 というより
も、「電 化教 学(教 授)」とい う言 い方 が主 流で あ った。その 時、いわ ゆ るマル メデ ィァ教 授






伝統 の コンピュータ支援教授(ComputerAssistedInstruction、CAI)は、情報量や情報 を1云達ス
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ピー ド及び イ ンターア クテ ィブ性 の活用 など の面 で は不足点 が多 か ったが、時 間が経 っにっれ、 マル
チ メデ ィア技術 が大 きな進歩を遂げ てお り、伝統 のCAIとマル チメデ ィアを融 合 した。今 日の マル チ
メデ ィア支援教 授 とい うの は、 コ ンピ ュー タのマ ルチ メデ ィア機 能 を活 用 した教授 を指 す もの は多
く、予 め製作 され たマル チ メデ ィア支援教授 コース ウェアを使 って教授 を行 うものを意 味す る。CAI
と い う言 い方 とほ ぼ 同 じよ うに 使 わ れ て お り、 時 に は、 マル チ メデ ィア コ ン ピ ュー タ支 援 教 授
(MultimediaComputerAssistedInstruction、MCAI)ともい う。 インターネ ッ トの普及 によ って、 も と
も とCD-ROM形式で あ った コースウ ェアが ウェブ を経 由 して利用 され ることが増 えた ことによ って、
マル メデ ィアを活用 した教授 に言及 す ることは、 イン ター ネッ トを介 した学 内教 育及び それ以 外 の遠
隔教育 を も含 む場合 が、多 くな ってい る。
マル チ メデ ィア支援教授 では、受 講者 が よ り主 体的 に学習 内容 に取 り組 むよ うに なる。教授 コース
ウェアは技術 的には保存、伝達及 び処理す る ことがで きるため、 授業効果 の向上 が期待 され る。 コ ン
ピ ュー タ支援教授 のキ ーポ イン トは、 コンピ ュー タと学生 の間、 そして学生 と学 生、教 師 と学 生 の問
に 自由 にコ ミュニ ケーシ ョンが取 れ ることにあ る。 コ ンピュータには、情報 を学 生 に伝 え る機能だ け
で はな く、学生 か ら情報 を取 り入 れ分析判断 を行 う機能 が揃 って いる。 これがない と、学生 による主
体 的学 習 を実 現 す るこ とは で きな い。教 授側 の意思 が教 授 コ ス トを通 じて表現 され るた め、 ソフ ト
ウェアの使用 と開発は コ ンピ ュー タ関連設備 と同 じ く重要 か、 またはそれ以上 重要で あ ろう。
2.イ ンターネ ットを利用 した遠隔教育及び語学授業
マルチメデ ィア活用による教授は簡単にいうと、四つの部分からなる。まずは、 コンピュータを通





用教授は教授 の目標に立 って、教育対象を考慮に入れながら、マルチ メデ ィアを活用 しなが ら、記
号、言語、文字、音、図形、画像、映像などコンピュータで操作 し、授業のデザインを行 うことであ
る。
マルチメデ ィア支援教授では、コンピュータを操作することによって、それ ら伝統的手段に取 って
代 わることである。こうすると、人 とコンピュータとの間に、ある種のっなが りが生 じるようにな
る。基本操作の上で、教授の目標をはっきりし、授業の内容を如何に論理的マルチメデ ィアの活用に
よって学生に円滑に伝達 されているかを考えなければいけない。
マルチメデ ィア環境は学生による主体的学習を中心 としたものである。広義的には、パ ソコンを利
用 し、 またインターネ ット接続したうえで行 う学習全般をe一ラーニングと称す ることもある。実際
には、マルチ メデ ィア支援教育はメデ ィアによる遠隔教育と緊密な関係を持っものであった。
愛知大学情報メディアセンター 52 Vo1.16,No.2,2006
イン ター ネ ットを利用 す る方式 では、 もし、教 師 と学生が同時 に ネ ット上 の クラスにいて、 同時 に
授業を行 う形式 を取 れば、 インター ネ ットの イ ンターア クテ ィブ性 か ら考 え ると、理論上、一 っの教
室で の対面 授業 を行 うと同 じよ うな教授 効果が期待 され る。 インターネ ッ トを通 し、情報 の伝達 、一
問一答 式 での や り取 り、 学生 に よる宿題 の提 出 と教員 に よ る宿題 の チ ェ ックな どが非常 に簡単 に な
る。 その上 、受講時 間が不定期 な学生 も受講可能 にな り、少 しず っで も、念入 りに前回中 断 した とこ
ろか ら学習 内容 に取 り組 む ことが で きる。受講生 が遠 隔授業 の コー スウェアをその まま もう一度受 講
す ることがで きるであろ うし、 マルチ メデ ィア コンテ ンッを 自分 の必 要 に応 じて開 くこ とがで き、学
習 を繰 り返 し行 うことが期待 され る。
実際 の授 業環境 と高度 に類似 した インターネ ッ ト上 の教育環境 を作 るには、 イン ターネ ッ トに よる
遠 隔 教 育 シ ス テ ム は、少 な くと も三 っ の 部 分 か らな る。 す な わ ち、バ ー チ ャル 教 室(Virtual
Classroom)、電 子 ホ ワイ トボー ド(ElectronicWhiteboard)及び疑 問解答 シス テム(AnswerSystem)
であ る。
バーチ ャル教室 は学校 に実際 にあ る教室 を模倣 し、 イン ター ネ ット上 にい る者 を交流 させ るために
作 られ たバ ーチ ャル空間 で ある。教 え る側 と教 わ る側 とを うま く協力 し、如何 に支 障 な くコ ミュニ
ケー シ ョンを取 れ るかが研究 のテ ーマの一 つであ る。
ホワイ トボ ー ド(ElectronicWhiteboard)は、普 通 の教 室 にあ る黒板 に当た る公 共空 間及び講 師 ま
たは受 講生が発言 す る前 に発言 を編 集す る空 問か ら構成 され てい る。書 き込 みは その まま電子 デ ー タ
として記録 され る点 などが メ リッ トで ある。
次は疑 問解答 システ ム(AnswerSystem)であ る。 これは、動画 や音声 問答 システ ムの ほかに授業
内容 を入 手す るための検索 システ ムで あ る。 リアル タ イムの や り取 りに参加 で きなか った ユーザ ー
も、過去 の発言 を読 み進む ことに よって、q論 のプ ロセスを知 ることがで きるとい う点 も メリッ トで
ある。
グル ープ ウェアを使 用 して共 同作業 を行 うCSCW(ComputerSupportedCooperativeWork)は遠 隔
教育 において重要 な地位 を 占め てい る。 コンピュー タ同士 を接 続 した ネ ットワー クIRI境を べ一 スに、
複数の人間 が相互 に コ ミュニケ ーシ ョン、情 報共有 を行 って、 それ ぞれの役割を果 たす。 遠隔教育 に
お いて は、合 同での コース ウェア共用 と共 同開発政策、 ネッ トソースの開発及び バ ーチ ャル教室 の管
理 など、 さまざ まな方 向か ら検討す る必要 があ る、 と され る。
インターネ ッ トを利用 した遠 隔教育 は、時間の経 っにっれ、多 くの分野 に亘 ってお り、如何 に授業
を うま くデザ インす るか は重要 な課題 であ る。
遠隔教育 に重 要 な地位 にあ る外 国語教 育につ いて は、大 いに議論 され研究が行 われて いる。外 国語
教育 の目的は聞 き取 り、書 き、 話 し、読 み及び翻訳 とい う五 っの能 力は基本 の基本 で あ り、言語 の学
習 には大量 な総合 的 な実 践が必要 で あ る。当然、言 語授業 で講義 だけす る教 師が少 な いで あ ろ うが、
学生 とのや り取 りが ほ とんど行わ ない教 師が いるよ うであ る。文法 、文型 などにっ いて の説 明は専門
書 の書 いた通 りに行 うケ ースが多 い。衛 星放送が遠 隔教 育 の主流 であ った時、特 に言語が教育 の主要
な内容 と され る場 合、学生 と教 師 との 間に素早 くや り取 りをす る ことは物理 的 に不可 能 で あ ったた
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準備が整えられるならば、すでに十分 とされていたが、 インターネットを利用 した遠隔教育では、教
師と受講生 とコミュニケーションをうまく取る機能が備わっているので、や り取 りのシステムデザイ
ン及び授業プランの設計にっいてさらなる研究が大切である。 この部分 は、 インターネットのイン
ターアクティブ性を生かすところであり、教師の講義 と緊密にっながっている。
実際には、 コースウェアのほかには、教員として、学生 に外国語のサイトにアクセスする習慣を身
にっけさせることも重要 と考えられる。教員がで きるだけ外国語で日記をっける習慣を身にっけ、 イ
ンターネットを活用 し外国語の文章を大量に読み、外国人 と直接にオンライン交流を行 うように要求
すればいい。そして、時おり学生にあるテーマについて外国語で発表 してもらい、発表 したものが小
論文になり、それを回収 し添削してから学生に返却 し読 ませ、学生にとっては貴重なオ リジナルなテ
キス トにもなる。 ネーティブスピーカー並みの言語力を身に着けるたあには、長い期間の海外留学を
しなければならないと、よ くいわれるが、 インターネットの世界が これを転換させた。実際には、よ
く考えると、海外留学に行 っても、現地の生活に入 り込 まないと、本国と同じか、 またはそれ以下の
学習効果 も予想 される。中国人の大学生は、キャンパスネットを通 じて、世界中の人々と外国語で積
極的にコ ミュニケーションを取 り、外国語能力の向上に向けて一歩一歩 と日々着実に進んでいる。こ
の点においては、大学側か ら強力な支援のもとで、日本人の学生はもっと頑張るべ きである。
3.中 国大陸部におけるマルメデ ィア支援教授戦略の流れ




1919年に、中国商務印書館の製作 した教育映画が上映 されていた。 これは、中国における近代的
メデ ィアを利用 した支援教授の始 まりだとされている。今 日になって、大学教育機関がより効果的な
教育活動を行 うためには、マルチメデ ィアを活用することが一っの有力な手立てと思われ る。高度情
報技術が急速に浸透 しっっある今 日の社会状況の中で、特にニーズの高いものと考えられ る。
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教育 におけるマルチメデ ィアの活用戦略を取 り上げていることは、中国における教育の産業化、 と




情報通信技術 の発展は、従来の教育の教育形態の概念に大 きな影響を与えている。今 日において、




野においては、「現代教育技術」 という言葉で表現 したように、教育をテクノロジーとして捉 えて、
研究や政策立案を行 う傾向がある。
1978年に実施 され始 めた 「改革開放」政策によって、中国の教育事業は大き く発展 し、特に教育
体制の面において、特筆すべ き成果が得 られた。中国の教育規模が拡大 し、教育 と研究 レベルも絶え
ず上昇 して きた。その背景には、ますます活発になりつつあるメデ ィアの活用戦略がある。八十年代
初めから、北京、上海などの大都市では、 メデ ィアを利用した視聴覚教授は広 く行われていた。八十
年代半ばか らコンピュータ知識の普及教育は中高校、場合によっては小学校でも行われ、コンピュー







る。華東師範大学によって開発 された 「パ ソコンBASIC言語教授システム」がその中の一っである。
1984年2月、中国政治の実力者であった登β小平氏の 「コンピュータの普及は子供から」 との一言は、
中国教育 システムに大いに影響を与えて、 コンピュータ補助教授(CADを 全面的に導入す るきっか




習機」 と名づ けられた学生向けのパ ソコンを量産 し始 め、低価格に向けて、大きな一歩を踏み出し
た。そのため、小中学校、高校におけるパソコン所有台数が大幅に増加し、コンピュータリテラシー
教育は大 きく遮進 したのである。1987年に成立 した全国 コンピュータ支援教授学会センター(中 国




九十年代 に入 ってから、コンピュータ技術は、 これまでの教育機器の諸機能をうまく統括 し、イン
ターネット技術の利用、そして新たなマルチメディア支援教育、 さらにマルチメデ ィア支援遠隔教育
を可能にした。中国政府はより大きな支援方針 を打ち出し、従来の情報化教育の推進という考えの う
えに立ちながら、教育の産業化の一環 としても、全面的にマルメデ ィアを活用 した教育の推進プログ
ラムを実施 した。前述 したように、一般教育にかかわる用語として、中国では、マルチメデ ィア支援
教授(中 国語表記:多 媒体教学)と コンピュータ支援教育(中 国語表記:計 算機補助教学)と がよ く
同じように取 り扱われ るが、コンピュータのマルチメデ ィア機能を重要視するということで、「マル
チメデ ィア支援教授」という言い方のほうが比較的多いようである。
九十年代後半から、高い経済成長率を背景に、中国は九年義務教育や基礎教育システムの整備を急
ぐとともに、高等教育の大衆化 と産業化政策を実施 した。教育への膨大な需要 に対し、教育資源が相
対的に不足 しているのが中国において恒常的な現象であるため、中国経済の高度成長、情報技術の進




措置を絶え間な く実施 し、基礎教育から高等教育 まで、教育分野におけるマルチメデ ィア支援教授を
国家意思で推 し進め、戦略的に情報化に取 り組んできた。
CAIの研究開発は、1993年から中国国家教育委員会(日 本の文部省にあたる)に よる国家プロジェ
クトとして推進 された。発布された 「中国教育改革和発展綱要(中 国における教育改革と発展綱要)」
にラジオ ・テレビ遠隔教育をさらに進めるとともに、 マルチメデ ィア教授など、いわゆる現代教授技
術をいち早 く普及 させようという方針が強 く打ち出されたのである。
1994年4月に中国大陸部は インターネットに正式につなが り、10月に中国国家計画委員会が中国
教育 と科学研究 ネットワー ク(CERNET)の模範プ ロジェク トの成立を承認 し、中国教育委員会
(今の教育部、日本の文部省に当たる)が リーダーシップを発揮 し、清華大学を含めて十校の大学に
200人余 りの研究グループの開発によって、1985年に国家の査収を経て正式に設立 されたのである。
今 日になって、CERNETは全国センターを一つ、地域 センターを八つ有する中国大陸部全土 に行 き
わたるネットワークに成長 しており、全国数百校の大学 と研究機構とを結び付けている。
1998年4月までは既に300校以上の大学 にマルチメデ ィアネットワーク授業システムが整備 され
た。1998年9月に、中国教育部 は清隼大学、湖南大学、漸江大学、北京郵電大学 など四校の大学にコ
ンピューターネットワークによる遠隔教育の試行を承認 した。1999年、四校で インターネット遠隔
教育を受ける学生数は9000人に上 り、教育部 はさらに北京大学、財政部会計通信教育学校、中央 ラ
ジオ ・テレビ放送大学にインターネットによる遠隔教育を実験する許可を下 した。1999年6月に中国
政府が批准した 「関干深化教育改革、全面推進素質教育的決定(教 育改革を深化 させ、全面的に素質
教育を推進するための決定)」においては、教育手段の近代化、水準の向上及び教育情報化が取 り上
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げ られている。中国教育部が2001年に批准 した 「関干加強高等学校本科教学工作提高教学質量的若
干意見(大 学学部教育の品質を向上 させるためのガ イドライン)」によると、国家の重点大学(一 流
大学)で は、マルチメデ ィアを活用 した教授が総授業数 の30%以上占めなければいけない、また、
一般大学でも15%以上の水準に保っ必要があるとされている。
遠隔教育の面において、具体的には、1978年に、中国政府 は教育事業 を発展 させるために、テレ
ビ、ラジオ放送 などの教育の手段 として活用するように遠隔教育の方針 を打ち出 した。1978年に、
中国中央 ラジオ ・テレビ放送大学が成立 し、 チベ ット自治区を除いて、中国大陸部の省、直轄市、 自
治区レベルでは放送 テレビ大学を有 していた。省の下に地区、さらに県 レベルまで放送大学の授業が
行われていた。1986年に、衛星テレビ教育チャネルが開通す るとともに教育テレビ局が設立され、





図二:衛 星 とLANと複合 した遠隔教育システム
畠II{ll」、
図三:イ ンターネ ットによる遠隔教育
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メリカが湾岸戦争における圧倒的勝利を収めたため、アメリカにおける軍事技術の民用化が一層進め
られた。 インターネット技術はその代表的なものであり、それからの発展は九十年代のアメリカ史上
なかった好景気に伴 ってハイテクバブル といわれるまで発展 していた。世界のこの流れは中国に大き
な影響を与え、中国大陸部におけるインターネット基盤建設を加速させたのである。
インターネットを通 じた遠隔教育はます ます大きな地位を占めている。今まで、中国大陸部におけ
る遠隔教育は三っの段階をたどって きたと思われる。まずは通信教育であ り、今 日と比べると、かな
り小規模 であ った。第二段階はラジオ、テレビなどを利用 して行 う教育であ り、第三段階はコン
ピューターネ ットワークやマルチメデ ィアを運用 し、デ ィジタル化環境の中で交互に行 う教育であ
る。今、主 として、中国の遠隔教育は衛星放送単独方式(図 一)、衛星 とインターネ ット融合方式
(図二)及 び インターネット単独方式(図 三)、という三っの方法で行われている。昔から、遠隔教育
を受ける側にある受講者が地域によって一箇所に集 まって、集合的に授業を受ける伝統がある。衛星
放送単独方式の時代では、みなでテレビを視聴するのが一般的であったが、今 日においても、受講者
はマルチメデ ィア教室やコンピュータ室で遠隔教育を受ける光景は珍 しいことではないのである。 と
いうのは、インターネットはまだ全国的に普及 したといえない状況の中では、キャンパスローカル ・
エ リア ・ネットワークを開通す ることによって、その不足を補 うことにしているからである。
伝統の衛星放送単独方式の遠隔教育 は一方的な教育であり、学生から教師への質問や宿題の提出に






4.大学教員 の現代教育技術 に関す る訓練プログラム
中国政府による強力なマルチメディア支援教授の推進方針は、教師が授業に臨む姿勢に大いに影響
している。特 に、大学教員はそうである。




術試験に一定の点数が求められ るほか、授業に関する非常に詳 しいルールが決められており、二 ヶ国
語で(一 般的に英語 と中国語)授 業を行 うことができるか、そして授業中マルチメデ ィアを活用する
ことができるが実際には活用 したことがあるかど うかは、今 日では既に重要な指標の一っになってい
る。評価方法 を大 きく三種類に分けることができ、すなわち、「学評教」、「教評教」、「教評学」とい






業中マルチメデ ィアを活用 したか否やとの違いによって、授業に対する評価値が大き く上下するケー
スもありうる。結局、Akerlof(1970)のレモン市場のよ うに、評価 システムの根幹が崩れ る可能性 さ
えある。当然、 この問題は、マルチ メデ ィア支援教育に限らず、教育全体、 または経済全体に亘るこ
とであるため、中国における縦社会の本質に対 し、 さらなる改革が求め られ る。
中国大陸部における教育研究の発信地である北京市は、いち早 く具体的なマルメデ ィア支援教授に
関する方針を打ち出している。北京市政府に直属、 または管理下にある大学の教育技術試験は、教育
の方針にしたがい、低いレベルから高いレベル まで、一級(初 級)、二級(中 級)、三級(高 級)と い
う三っのレベルに分かれている。助手をも励ましてマルチメデ ィア支援教授の実施を行わせ るが、市
政府レベルの規定がない。2005年1月1日か ら、 これまで実施 してきた一部の教員 に対する試験免除
制度の実施を改め、大学教員が講師またはそれ以上の職階へ昇進 しようとする際に、試験が求められ
る。中級職階、すなわち講師への昇進を申し込むには、一級試験が要求 され る。その内容 はWord、
Excel、PowerPointに関する理論的試験である。講師か ら助教授へ昇進するためには、現代教育技術













る。通常、試験に合格 させるたあに、それな りの訓練プログラムに参加するだけで もかかる授業時間
は長 く、研修へ補助す るどころか、それなりの出費 も大学によってはほとんど自費 とされる場合が少
なくないQ
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5.大学 のマルチ メデ ィア活用戦略が もた らした問題
数多 くの大学には、域内ネットワーク、遠隔教育センター、CAIコー スウェア政策センターなど、
マルチメデ ィアにかかわる部門が設けられている。
マルチメデ ィアとそれを取 り巻 く環境の変化は、伝統的な教授手法に大きなインパクトを与え、そ
れな りの変化をもたらした。中国では、教育当局の強力的なマルチメデ ィア活用戦略によって、マル
チメデ ィアが有力な教授手段として、 ますます大 きな役割を果たすであろうと期待 される。大学、と
りわけ北京、上海などの大都市では、全授業でマルチメデ ィアを活用する大学があるようである。大
学教育の産業化によって、大学の規模拡大が著 しく進んでいる。 マルチメディア設備が揃 う教室が一
般的 となり、特別な場合を除 くと、黒板とチ ョークを一年中まったく触 らないケースは少な くない。
しかし、一方、この流れにさまざまな問題 も潜んでおり、マル メデ ィアを利用し授業を行 っただけ
で成果を上げているかどうかに対 しては、疑問の余地がある。 マルチメデ ィアというとテクノロジー
的な優位性の側面が注目されがちであるが、その優位性ゆえに生 じた問題に注意を払 う必要がある。
そのほか、技術的な優位性があるからといって、実際の教授と学習 との間に内面からの緊密な関係が
ないと、 まった く意味がない し、「マルチメデ ィアの乱用」ということによって正常な教授 システム
に障害をもたらす恐れ さえある。
全体か らみると、数多 くの教員、特 に50歳台、またはそれ以上の文系教員はコンピュータに関す
る知識が乏 しく、多 くの教師がせいぜいWordが使えるレベルにあり、PowerPointの使用は一部の人
に限られ る。 マルチメデ ィア支援教授ではよ く使われるAuthorwareのようなソフトにっいての理解
が浅いのが現状である。
マルチ メデ ィア ・インターネット技術を教育に取 り入れる真の目的は、教育の品質を向上 させるこ
とにあろうが、政府主導のマルチメディア活用政策は、教育の産業化が背景にあり、教育の収益率の





マルチメデ ィア支援教授は伝統教授手段になか った直感性、面白さがあることで、教える側 と教わ
る側が両方 ともに積極的授業に取 り組み、教授過程中にある難点を比較的簡単に解決することに寄与
する。 しかし、だからとい って、一方的に大いにマルチメディア支援教授手法を授業に取 り入れるべ
きか というと、必ずしもそうではないであろう。マルチメディア支援教授にはさまざまな問題がある
ように思われる。問題の一部は、 このマルチメディア支援教授 という比較的新 しい手法を導入する段
階に発生 しがちなものであろうが、ほかには、マルチメデ ィアを使 う必要がないか、または使 うと学
習に逆効果をもたらす場合もありうる。
ディジタル化によって、情報の大量収集が可能になり、知pの 伝達がよりスムーズに行われること
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一方、過剰なマルチメデ ィア運用を避ける必要がある。伝統的な教授方式は長年 に亘 って実践を積
んだものである。マルチメデ ィア活用による教授は、大多数の授業ではマルチメデ ィアはあ くまでも
補助 という立場にあるほかない。 しかし、数多 くの教員 は、マルチメデ ィア機能を有するコンピュー
タを単にテキストを製作する機器 と見なし、黒板などの使用はだんだんなくなっている。
授業道具 として、すべてそれを使 ってしまうと、返 って学生の注意が無関係のところに引かれる可
能性は大 きく、授業の効果を低めると考えられる。時には、一部の教員は学生の反応や理解の度合い
を顧みず、完全に自己流で授業を進めるケースもみられる。マルチメデ ィアの比較優位性をできるだ












マルチメデ ィア支援教授の効果 を評価するのも簡単なものではない。それを確実に行 うためには、
全面的な評価システムを作 り、多数の指標にっいて、総合的な比較分析を行い、実証研究をする必要
になる。おおざ っぱにいえば、教育 目標への達成度合 いこそ、授業効果に対する判断の終極の基準だ
と思われる。基本的な教育方針に従 い、技術的に正 しい情報をスムーズに学生 に伝えることに成功す
れば、マルチメデ ィア支援教授が効果的だと、ようや く判断することがで きるのであろう。
今のマルチメデ ィア支援教授のコースウェアには、受講生の好みに対応できるものが少ない。授業
用 コンテンツの順序が固定 され、一旦授業を始めると、受講生の実際に学習内容 にっいて理解 した状




うが、これ よりも遥かに重要なのは、マルチメデ ィア支援教授自身 にあるインターアクテ ィブ性 に







今 日においては、知的情報 が経済 の発展 に非常 に有益且 つ重要 であ ることが すでにだれ に も認識 さ
れ ている。 教育に おけ るマル チ メデ ィアの活用 にっいては、今後 とも、中国教育 の さらなる充実 を図
るとの視点 に立 ち、各大学 にお ける活用の状況等 を踏 まえっ つ、 その活用 の在 り方 や制度上 の諸 問題
について、 適切な見直 しなどを行 ってい く必要が あ る。
中国のマル チ メデ ィア支 援教授 は政府の後押 しによ って、急速 に普 及 され た とはいえ、品質面 では
さ らに発展 す る余 地 が残 され てい る。 マル チ メデ ィア支援教 授 をあ るべ き姿 と して行 うに は、知能
CAIシス テ ム、即 ち、ICAIシス テ ム(lntelligentComputerAssistedInstructionSystem)また はITS
(lntelligentTutoringSystem)とい う概 念及 び操作 を押 し広げ る必要 が あ る。ICAZは人工知 能を コン
ピ ュー タ教授 に取 り入 れ ることで、 マル チ メデ ィアを活用 した教 育方法 におけ るインターア クテ ィブ
性 とい う最大の特徴 を生 か した もので ある。
ICAIシステムは伝統CAI系統 的な欠陥を克服 す るうえで は、学 生の学力 に関す る基礎、 レベル と能
力 を把握 し、 それ に基 づい て、 それぞれ の学生 が持 っ特徴 に合致 した指導 を行 うことが で き、学 習内
容 を 自由 に変化 させ るとともに、学 生 はコ ンピ ュー タ言語 を使 わず に、人 間の 自然言語 で コンピュー
タとコ ミュニケー シ ョンを取 り、学 生 の個性 に合わせ た答 えを出す ことがで きるシステムが必 要 にな
る。 その上、 システ ムは、学生 の学 習 プ ロセスに発生 した誤 りを診断す る機 能を整 え、誤 りの原因を
分 析 して、解決案 を提 供す る こることに止 まらず、 これ を基 礎 として、次第 に システムに判 断の経験
を蓄積 して、 システ ム自身 に学 習能力 を有 す ることが望 ま しい。
これ らの機 能 を備 え るシ ステ ムを構築 す るに は、ICAIには学生 モ ジュール、教 師 のモ ジ ュール、
デー タベ ース と人工知 能 イン ター フェ イスなどを備 える必要 に なる。学生 のモ ジュールには、学生 の
「入 学時」 の学力 水準 を数 値 化 した うえで、それ を保存 し、 学生 と コン ビx一 タとの イン ター ア ク
テ ィブの経 歴 を記録 す る。 そ うす ると、学生 の学 習状態 に応 じ迅速 な調 整 を行 う ことが可 能 にな る。
教師 のモ ジュールは学生 のモ ジ ュール の情況 に対応 して インテ リジ ェン ト化 の教授方策 を作 り出 し、
学生 の学 習効 果 にっ いて判定 を行 い、 改善 す る方 法 と意 見 を出す。知 能 の イン ターフ ェイスを通 じ
て、人間 の 自然言 語 を理解 す ることが で き、マ ンマシ ン対話 の実現 に結 びっ く。
ICAIの構 築 は学 際 的な学科 で あ り、 コ ンピュー タ科学 のほか に、認知 心理 学、一般 教授法 な どに
直接 にか かわ って いる。 ネ ッ トワー ク技術 の改善、 マルチ メデ ィア技術 とシ ミュレーシ ョン技術 との
複合技術 で あるバ ーチ ャル ・リア リテ ィー(VirtualReality)技術 などはICAIの構 築 に大 い に役立 っ
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と思われ る。
マルチメデ ィア支援教育は教授手段、教授技術の進歩であり、中国における教育全体のレベルァッ
プに大いに寄与 される。これを達成するには、大 きな設備投資が必要である。マルチメデ ィア機器を
操作できるよ うに教員の訓練計画なども重要である。マル メデ ィアを活用 した教授は従来の授業バ
ターンを変え、教員を主体とした構造は学生 の主体的学習に移 り、伝統の教員像はますます弱化 され
ることになるのであろう。
しか し、それと同時に、教育にあるべ き、本来の目標を忘れてはいけない。マルチメデ ィア支援教
授には確かに学生に直感を与えやす く、授業をよりスムーズに行 うことができるようにみえるが、か
えって ロジック的な考案などによらず、感覚的に授業内容を感 じとることによって、知識を長 く覚え
られないし、深 く理解せず、あいまいな認識 レベルに止 まる可能性 も否定できない。マルチメデ ィア
支援教授は、 とりわけ言語の学習に有効 とされるが、一部の教員が、微妙な言語の違いについて説明
もせず、学生の言語能力の差に うまく応 じないまま、ただマルチメディア言語素材を学生に聞かせた
り、見せた りするというふ うに、実質的にマルチメデ ィアを悪用して教授を怠ける場合 も考えられ
る。
確かに、マル メディア支援教授は教育に新 しい全身の情報環境を提供することで、学生 に自由に学
習する可能性を広げた。 しかしなが ら、 このような環境は、学生にとっては諸刃の剣 ということがで
きる。 とい うのは、前述 したように、国家戦略 として推 し進められたメルチメデ ィア教授において
は、教育管理部門、場合によって、学生を含めて、マルチメデ ィア支援教授に対する評価を行う側
と、マルチメデ ィァを利用 した授業を行 う教員側との間に非対称情報が存在するゆえに、教員は評価








押 し付け られ る側 の立場を十分に認識 した上で、今後の処理にあたるよう念押しする必要があり、大
事なのは、マルチメデ ィアの利用頻度ではな く、如何に必要に応 じて学生の学習における主体性を尊






愛知大学情報メディアセンター 一63-一 一 Vo1.16,No.2,2006
足が大問題になっている。マルチメデ ィア教室、 または古い教室に新しいマルチメデ ィア設備をっぎ
っぎと装備しているが、研究室を持たない大学教員は多いようである。結果的に、教員によるマルチ
メデ ィア支援教授への取 り組みにかか る費用 に占める相当部分が 自己負担になってお り、 インセン
ティブ設計とい う観点か ら考えると、このような状態においては、ご く一部の教員を除いて、一般教
員がまじめにマルチメデ ィア支援教育に取 り組むことは考えにくい。金銭面においては、 このほかの
問題 もある。たとえば、大学側が、本学の学生に対 し、キャンバスネットワークにアクセスすること
を有料化することは、マルチメデ ィア支援教授に期待 される効果と正反対のほうに働 くであろう。
7.結 語
マルチ メデ ィアの活用は学校の石垣 を越え、中国社会全体 に浸透 しっっある。民間は自分の力に
よって、マルチメディアを通して多い富を手に入れている。中国政府はこれから一般の経済分野 と同
じように、よ り民間重視する立場に立 ってほしい。そうすると、必要なだけ有用な資源を提供 し、役
立っ支援を行 い、政府が真剣に取 り込んできた資金の無駄遣いは減少するであろうし、教育、 とく大
学教育における長期的発展にもメリットが大 きい。
中国大陸部におけるマルチメデ ィア支援教授にはほかにも数多 くの問題があるが、紙幅の制限で、
数多 くの問題をすべて取 り上げることはできない。 セキュリティ問題に無関心 の教員が多い。 なお、
依然として、マルチメデ ィア支援教授の実施 とともに生 じた著作権の問題、個人情報保護の問題など
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